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１.政府のデジタル化の取組方針



政府のデジタル化の取組方針＝『デジタル社会実現に向けた重点計画』
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 最新の『重点計画』は2024年（令和6年）6月21日に閣議決定されたもの。

出典:デジタル社会の実現に向けた重点計画｜デジタル庁



『デジタル重点計画』に定められている『重点課題』
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農業分野も含め、日本全体に共通する課題。



『対応の方向性』の中に農業分野に関連するキーワード多数
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先端技術の利用やデータ駆動型経営、効率化によるコスト削減、既存事業の付加価値向上、
AI・データの利用、人材育成、極力人手を介さないこと、国・地方デジタル共通基盤

キーワード
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食料・農業・農村基本法 改正のポイント①

 人口減少下における農業生産の方向性を明確化
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令和６年６月施行 出典:食料・農業・農村基本法 改
正のポイント
https://www.maff.go.jp/j/cou
ncil/seisaku/kikaku/bukai/att
ach/pdf/250205-9.pdf



食料・農業・農村基本法 改正のポイント

 〇〇。
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令和６年６月施行



食料・農業・農村基本法 具体的な施策（一部）
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令和６年６月施行

（先端的な技術等を活用した生産性の向上）

第30条 国は、農業の生産性の向上に資するため、情報通信技術その他の先端的な技術を活用した生産、加
工又は流通の方式の導入の促進、省力化又は多収化等に資する新品種の育成及び導入の促進その他
必要な施策を講ずるものとする。

（技術の開発及び普及）

第38条 国は、農業並びに食品の加工及び流通に関する技術の研究開発及び普及の効果的な推進を図るため、
これらの技術の研究開発の目標の明確化、国、独立行政法人、都道府県及び地方独立行政法人の試
験研究機関、大学、 民間等の連携の強化、地域の特性に応じた農業に関する技術の普及事業の推進、
民間が行う情報通信技術その他の先端的な技術の研究開発及び普及の迅速化その他必要な施策を講
ずるものとする。

２ 国は、食料システムにおいて情報通信技術を用いて情報が効果的に活用されるよう、食料システムの関係者
による情報の円滑な共有のための環境整備を推進するために必要な施策を講ずるものとする。
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次期食料・農業・農村基本計画 骨子（案）の概要 令和７年2月５日
第117回企画部会資料
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次期食料・農業・農村基本計画 骨子（案）の概要

出典:食料・農業・農村基本計画
骨子（案）の概要
https://www.maff.go.jp/j/cou
ncil/seisaku/kikaku/bukai/att
ach/pdf/250205-4.pdf

令和７年2月５日
第117回企画部会資料



骨子案における“食料システムのあらゆる場面でDXを推進”の記述（一部抜粋）
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 農業生産現場におけるスマート農業技術の活用や食品産業における生産・流通の効率化に加え、生
産から消費までの情報伝達や農林水産行政におけるデジタル技術の活用など、食料システムのあらゆ
る場面でのDXを推進する。

 農業者のデータ活用による生産性向上等を実現するため、農業関連スタートア ップ企業の創出や、
それらによる農業に関するサービスの拡大・強化を図るとともに、農業データ連携基盤（WAGRI）の
一層の活用を推進する。

 農業の生産性向上、GXの推進、農業行政の効率化等に資する衛星データ活用技術の開発・普及
及び衛星データの政府調達を推進する。

 スマート農業技術の実装により DX をリードする、デジタル技術やデータ活用に対する高いリテラシーを
持つデジタル人材を育成する。

 農業現場と農業政策の両面においてDX を推進するため、eMAFFを始めとする各システムが両者
の結節点となるよう、利用者・システム部局・政策部局が連携して、BPR（業務見直し）やサイバー
セキュリティ対策を行いつつ、総合的にデザインする。

 目標地図で示された農地利用意向情報の活用・デジタル化の促進や、現地確認業務の効率化等に
向けて、民間サービスとの連携も含め、eMAFF地図の利活用の向上を図る。

 行政におけるデジタル人材を育成しつつ、多様な関係者がデータを分析し利用できるよう、行政データ
のオープンデータ 化に取り組む。

出典:食料・農業・農村基本計画 骨子（案）
https://www.maff.go.jp/j/council/seisak
u/kikaku/bukai/attach/pdf/250205-5.pdf



（参考）骨子案において“デジタル化の取組”と関連すると判断できる記載①（一部抜粋）
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ICT
AI X

AI

（参考）骨子案において“デジタル化の取組”と関連すると判断できる記載②（一部抜粋）
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ICT

（参考）骨子案において“デジタル化の取組”と関連すると判断できる記載③（一部抜粋）
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食料・農業・農村基本計画における農業DX構想についての書きぶり
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現行

ロボット・AI・IoT、ドローンやデータを活用した生産性を高める技術、
データ駆動型の農業経営、行政手続等の事務に関してもDX

キーワード



農業ＤＸの方向性や取り組むべきプロジェクトを提示し、関係者がデジタル変革を
進める際の羅針盤として、また、取組全体を俯瞰する見取り図として活用。

【策定当時の背景】
〇 データの処理技術や通信技術の高度化など情報技術の急速な発展・普及
〇 コロナ禍の下、産業活動から生活の隅々にまでデジタル化を進めようとする機運のかつてない

高まり。「デジタル変革」、「デジタルトランスフォーメーション（DX）」の急速な浸透
〇 具体的に、何を目指して、どのようにデジタル化を進めていくのかについて、多くの分野で模索

する状況

農業ＤＸの実現に向けたプロジェクト（取組課題）

（１）農業・食関連産業の「現場」系プロジェクト

・ スマート農業推進総合パッケージ
・ 先人の知恵活用プロジェクト
・ 農山漁村発イノベーション全国展開プロジェクト
（INACOME）

・ 消費者ニーズを起点としたデータバリューチェーン
構築プロジェクト

・ 農産物流通効率化プロジェクト
・ スマート食品製造推進プロジェクト 等

（２）農林水産省の「行政実務」系プロジェクト

・ 業務の抜本見直しプロジェクト（地方公共団体の業務を
含む）

・ データ活用人材育成推進プロジェクト
・ データを活用したＥＢＰＭ・政策評価推進プロジェクト 等

（３）現場と農林水産省をつなぐ「基盤」の整備に向けた
プロジェクト

・ ｅＭＡＦＦプロジェクト
・ ｅＭＡＦＦ地図プロジェクト
・ ＭＡＦＦアプリプロジェクト 等

『農業DX構想』（令和３年３月）の特徴
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デジタル庁発足（R3.3) ⇒ 我が国全体のデジタル化を推し進める体制の確立

ロシアによるウクライナ侵攻(R4.2～）⇒ 飼肥料、燃料の価格や供給の不安定化

「産後パパ育休(出生時育児休業)」制度（R4.10）⇒ 少子高齢化対策

こども家庭庁発足（R5.4）⇒ 少子高齢化対策

社会・
国際

円相場の下落（R3～）⇒ 日米の金利差等を背景に円安が進行。

国際商品市場における価格急騰（R4～）⇒ 資源国・農業国で自国中心主義を背景に禁輸・減産
基調。

物価上昇（R4春～）⇒ エネルギーを中心とした価格上昇、物価上昇が進行。

人手不足（R5～）⇒ ポストコロナの需要拡大期において、少子高齢化等を背景に、様々な分野で
人材供給が追い付かない状況

賃上げ（R5～）⇒ 政府を挙げた賃上げの働きかけ等の結果、ベアと定期昇給を合わせた賃上げ率は、
R5年に平均3.8％、R6年に平均5.28％を記録。

経済

衛星インターネットサービス「Starlink」日本サービス開始（R4.3) ⇒ 通信環境等の条件改善の可能
性

第４次AIブーム(R4.11～）⇒ ChatGPT、Stable Diffusion等の生成AIの進化により、機械作業
の自律化・高度化の可能性

技術

『農業DX構想』 策定以後の情勢変化
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農業DX構想2.0前構想

〇 デジタルトランスフォーメーションの実現に向けた移行期

〇 個別の分野では一定程度、取組の進捗が見られるものの、「我が
国の農業・食関連産業」というマクロレベルでの広がりを持った「変
革」や「価値の創造」という段階には至っていない

〇 黎明期

〇 何を目指して、どのようにデジタル化を
進めていくのかについて模索する状況

農業DXの
進捗状況

〇 農業・食関連産業のデジタル化に取り組む全ての関係者
に対する、有識者検討会からのメッセージ

〇 デジタル技術の活用について構想を練り、実行していく際
の「マイルストーンを示すナビゲーター」

〇 デジタル変革を進める際の羅針
盤

〇 取組全体を俯瞰する見取り図
構想の役割

〇 農業・食関連産業のデジタル化は、国が旗を振っただけ
で進むものではないとの認識

〇 デジタル化に関わる農業者・食関連事業者に寄り添い、
きめ細やかな支援を行う

〇 国が中心となって農業DXを進め
ることを強く意識推進方法

農業・食関連産業においても他産業と同様にDXという世界
があることを示し、関係者のデジタル化への関心を高め、DX
に向けたデジタル化の取組を後押し

「デジタルトランスフォーメーションへの道筋」、「推進にあたっての留意点」
「未来予想図」

農業DX構想2.0 (令和６年２月策定) のポイントと前構想の比較
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【経営】
〇 生産や販売に関するデータが半自動的に収集・蓄積され、

AIによる過去も含めた分析により、精度の高い経営判断
が可能に。

〇 技術やノウハウがデータ化され短期間で身につけることが
可能となっていることから、新たに農業経営体に就職する若
者が増加。

【農村】
〇 メタバースでのマルシェ開催などWeb3技術の活用により、

農村が身近となり、地域外の関係人口の活動が質・量両
面で充実。

〇 農村の仕事・生活面での不便さが解消。農村に定住する
現役世代が大幅に増加し、活力のある農村地域が全国各
地に多数出現。

【行政】
〇 申請や届出がオンラインで行われ効率化。現場の声を踏

まえた施策立案が充実。

【生産】
〇 画像やセンサー等により得られるデータと高度なAIシ

ステムにより、自動で、肥培管理、病害虫防除が行われ、
高品質な農産物が効率的に生産。

〇 リアルタイムで区画ごとの土壌データを詳細に把握。
AIで分析することで土壌に応じた適地適作が実現。デ
ジタルツインによる生産シミュレーションも実現。

〇 当面の天候変化や病害虫発生リスクを高い精度で
予測。被害を最小限化。

〇 生育環境や資材価格、生産物の市場動向等の様々なデータが集約・連携され、ほとんどの農業の担い手が、
高度なアプリやスマート農業機械等を用いてAIによる助言も受けながら、効率的で精緻な農業生産・経営を
行うことで、収量の増加と付加価値向上が相まって「儲かる農業」が実現。

＜分野ごとの例＞

【流通・消費】
〇 ブロックチェーン技術により産地偽装等が防止される

など、消費者の安心感が高まり、付加価値が向上。
〇 物流拠点の荷捌きのロボットにより無人化し、AIによ

る最適配送ルート等が提案され、サプライチェーン全体が
最適化。効率的な物流が実現。

〇 「儲かる産業」となった農業・食関連産業に多くの人が携わり、都会の人も農業や農村に日常的に関わり、
「作る人」、「使う人」、「食べる人」の信頼関係や共同体的な関係が築かれ、食卓では、新鮮な農産物や地域
ごとの特色が発揮された味わい深い郷土料理を楽しめるような様々な世界が広がる。

農業DXによって広がっていく「未来予想図」
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スマート分野の取組について
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スマート農業実証プロジェクトから見えた効果について
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（参考）スマート農業実証プロジェクトの実施地区一覧

28



等

スマート農業技術活用促進集中支援プログラム
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（参考１）スマート農業技術活用促進法の概要
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（参考２）スマート農業イノベーション推進会議（IPCSA）について
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（参考３）スマート農業教育の取組について
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（参考４）農業データ連携基盤（WAGRI）の運営・活用状況
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（参考５）スマート農業に対応した品種について
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農林水産省共通申請サービス（eMAFF）

○ 農林水産省所管の行政手続(地方自治体の事務も含む。) をオンライン化。
○ 国に対する手続だけでなく、地方公共団体で完結する手続も含めた共同基盤として開発。
○ 端末操作に不慣れな方に配慮し、関係機関による代理申請の機能も装備。

申請から審査、承認、
通知まで全てオンライン
でできるデジタルファース
ト、紙から電子に変わる
ことで、一度提出した情
報を活用して申請でき
る、ワンスオンリーを実現。

様々なデータを集約し、
連携させることにより、
精度の高い分析に基づ
く政策評価や政策立
案が可能に。

代理申請等
の支援

事業者等

審査・承認
オンライン申請

農林水産省

県・市町村 等

関係機関

相談
審査・承認

省内の既存業務システム
、歳入金電子納付システム
(財務省会計センター)等と
の接続

データ連携

法人共通認証基盤（gBizID）による
ログイン

申請・通知

データべース

共通申請サービス
（eMAFF）
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農林水産省地理情報共通管理システム（eMAFF地図）

○ 農業にとって農地は必須の生産要素であり、農地データは農業経営や農政の基盤。このため、農地台帳
及び農地に関する地図の情報を一般公開するWebサイト（eMAFF農地ナビ）を提供。

〇 農地地図上で農地を選択し、地目・面積や権利設定の状況などを確認可能。
〇 農地情報をダウンロードして、営農計画のシミュレーションなどに利用することも可能。
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GSS（ガバメント・ソリューション・サービス）への移行

○ 農林水産省の職員が日常業務で使用するシステムは、令和5年12月末までに、デジタル庁が運営す
るGSへ完全移行。

〇 GSSでは、本省、地方組織の通信環境が万全となり、全職員に持ち出し可能な端末（セキュア端
末）が配布され、全職員が最新のコミュニケーションツール（Microsoft M365 E5（Teams
等））を活用できるシステム環境となったため、これを機として、農林水産省内のデジタル技術を活用した
働き方改革を積極的に推進。

・ 本省、地方組織の全ての拠点において、広帯域
で高セキュリティの回線が配備。

・ 庁舎内LANは、高速なWifi（Wifi6）通信が
可能。

・ Teamsは、チャット、ウェブ会議、ファイル共有、
ファイルの共同編集といった機能が集約された新し
いコミュニケーションツール。

・ ライセンスは全職員に配布され、誰でもウェブ会
議を開催。

通信環境が大幅に改善! すべて持ち出し可能な端末に!

Teamsの利用で働き方が変革!

BYODで外出先でもコミュニケーションOK!

セキュリティ対策も万全!

・ 全職員に、高機能、高セキュリティ機能を備えた
軽量端末（セキュア端末）を配布。

・ 庁舎外でも携帯電話の電波が届く場所であれ
ば業務が可能。

・ 私物スマートフォンに、Teamsのアプリケションをインストール
が可能。これにより、外出中でも、チーム会合への参加が可
能。

・ また、写真などの画像をTeamsに投稿することができるため、
例えば、災害現場の状況などをリアルタイムに報告することも
可能。（注）BYOD:私物端末の業務利用

・ ガバメントネットワークで利用するセキュア端末及び
私物スマートフォンには、ガバメントネットワークに接続
するためのセキュリティ対策を施し、通信の暗号化、
ウイルス対策などの対策を万全に措置。
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デジタル人材の育成（農林水産省職員への各種研修実施）

データサイエンティスト
デジタル技術に精通し、データ活用を推進することで新しい価値を創造できる人材

データサイエンティスト
デジタル技術に精通し、データ活用を推進することで新しい価値を創造できる人材

データ活用人材
（制度担当職員）

データサイエンス人材
（専門職）

リードする人材

データ分析・先端技術に精通し
新たな価値を先進事業者とともに創造

データやツールを駆使して
担当制度の改善に活用

先進事業者等とともに国・業界
レベルでデータ活用推進をリード

「データサイエンティスト育成研修」（令和２年度から実施）
【 令和６年までに100名を育成 】

【データ活用型行政官の人材像】

簡単な操作でデータを加工し、データを視覚的に分析・表示するBIツールの活用・導入

データセンス データ
サイエンス

データ
エンジニアリング

・EBPM概論
・論理的思考
・因果推論

・統計学
・AI・機械学習
・データ加工

・IT
・プログラミング

【特徴】
2.5ヶ月間、統計学中心の理論からＡI等の専門領域まで、集中的

に受講。

＜期待される役割＞
・ 中核的な人材として各部局メンバーとプロジェクトを推進。
・ 農林漁業者等の申請データに基づき施策の利用状況を把握・評価。
・ 申請データを行政データ等と組み合わせてビッグデータ分析。
・ より効果の高い施策や新たな施策の企画立案など、EBPMの実践。

〇 行政手続のオンライン化に伴うデータ等、様々なデータを分析することで政策の企画立案や効果測定に
活用するデータ駆動型農林水産行政を実現するため、データ活用に関する高い専門性を身に着け各部署
のデータ分析をけん引するデータサイエンティスト人材の育成や、データ分析ツールを活用してデータの分析と
その結果の可視化を図り、各部署のデータリテラシー向上を先導するデータ活用人材の育成を推進。
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様々なデジタルツールを活用した効率化の取組

〇 単純でありながら、人手や時間の要する定型的業務（大量のデータ入力やExcelへのコピー・ペースト、
会見音声の文字起こし等）について、作業の効率化・省力化を実現するデジタルツール（RPA、AI-OCR、
音声認識ツール） を活用。併せて、業務見直し（BPR）も実施。
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デジタル化の取組の展開における注意点

〇 現在、農林水産省においても、デジタル技術を積極的に活用した業務見直し（BPR）に取り組んでいる。
〇 ただし、既存の業務（紙でのやりとり）を単にデジタルに置き換えるだけでは、業務負荷は以前と大きく

変わらない。
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デジタル化の取組の展開指針

〇 デジタル化はあくまで手段であり目的ではないことを常に意識し、業務本来の目的を見失わず、継続的
に取組むことが重要。

• ソリューションありきでなく、事実やデータを収集し、現状業務を正確に可視化

現状把握から始める

• 業務の最初（例:データの生成）から最後（例:国民への提供）までを業務見直しの範囲

エンドツーエンドで業務を捉える

• 見直し対象業務の目先の目標ではなく、業務本来の目的を意識して見直し方策を検討

業務本来の目的を意識する

• 自らが利用者となって、対象業務を実施することを想定して見直し方策を検討

利用者視点で考える

• 旧来の仕事のやり方ではなく、デジタルを前提とした仕事の在り方を検討

デジタル技術を積極的に活用する

• 業務見直しは一度の取組で終わりではなく、対象業務が続く限り継続的に繰り返し

継続的に繰り返す
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デジタル化の取組の展開体制

〇 令和６年10月に、地方農政局及び北海道農政事務所に、デジタル変革推進専門官、デジタル変革
推進専門職を新たに配置。

〇 現場におけるeMAFFの利用推進に向けた地方の実情に応じた側面支援・サポートや、地方農政局管
内のデジタル化や業務見直し（BPR）の中心的な役割を担うこととしている。

デジタル変革推進専門官

地方農政局・北海道農政事務所
企画調整室

デジタル変革推進専門職

R6.10 新設

R6.10 新設
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（参考）デジタルトランスフォーメーションにより実現する農業の未来

〇 様々な主体がデータでつながり、一見矛盾する課題を乗り越えるイノベーションを起こし、 消費者ニーズに
的確に応える価値を創造・提供できる農業を実現。
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